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嘉麻市通学等補助金交付規程 

平成３０年３月３１日 

告示第１９号 

（目的） 

第１条 この告示は、通学等における運賃の負担を軽減することにより、公

共交通機関の利用及び定住の促進を図るため、通学者に対する、予算の範

囲内における嘉麻市通学等補助金（以下「補助金」という。）の交付に関

し、必要な事項を定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定

めるところによる。 

⑴ 公共交通事業者 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条に

規定する一般乗合旅客自動車運送事業を行う事業者、同法施行規則（昭

和２６年運輸省令第７５号）第５１条に規定する市町村運営有償運送を

行う事業者及び鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号）第２条に規定す

る鉄道事業を行う事業者をいう。 

⑵ 定期券 公共交通事業者が発行する定期券及び学生向けのエリア定期

券で市内からの通学等に使用するものをいう。 

⑶ 申請者 補助金の交付を受けようとする通学者又はその保護者をい

う。ただし、通学者が未成年の場合は、その保護者に限る。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次に掲

げる要件を全て満たす者とする。 

⑴ 第６条第１号の定期券（以下「申請定期券」という。）の有効期間内

において市の住民基本台帳に登録されている者 

⑵ 通学等に際し、定期券により公共交通事業者の運行する路線を利用し

て通学する者。ただし、幼稚園に通園している者並びに嘉麻市立小学

校、中学校及び義務教育学校の通学区域に関する規則（平成１８年嘉麻

市教育委員会規則第１４号）第２条に規定する通学区域で定める指定学

校へ通学している者を除く。 
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⑶ 申請定期券の購入時に生活保護世帯に属していない者 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）

は、通学に必要な区間の定期券の購入に要した費用とする。ただし、補助

対象経費に急行料金及び既に補助金の交付申請を行った期間の費用が含ま

れているときは、その額を除いた額を補助対象経費とする。 

２ 定期券の有効期間中において、補助対象者が市外に転出した場合は転出

日の前日までの期間において日割にて算定した額を補助対象経費とする。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、補助対象経費の２分の１以内の額（その額に１円未

満の端数があるときは、これを切り捨てる。）とする。 

（補助金の交付申請） 

第６条 申請者は、定期券の有効期間が終了した後、嘉麻市通学等補助金交

付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、申請定期券の有効期

間の終了日の属する年度の翌年度の３月３１日までに、市長に提出しなけ

ればならない。ただし、市長が認める場合は、その添付すべき書類の一部

を省略することができる。 

⑴   定期券の写し 

⑵   通学者が申請定期券の有効期間内において在学又は在籍していたこ

とが証明できる次に掲げるいずれかの書類又は写し 

ア 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に定める学校（以下

「学校」という。）にあっては、当該学校の発行する生徒手帳、学生

手帳又は学校に在学することを証する書面 

イ アに掲げる学校以外で法人の運営する予備校（その他市長が予備校

と同等と認める機関を含む。）にあっては、当該機関の発行する在籍

を証する書面 

⑶   振込先金融機関口座が確認できる書類の写し 

⑷ その他市長が必要と認める書類 

（補助金の交付決定） 

第７条 市長は、前条の申請書の提出を受けたときは、速やかにその内容を
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審査し、補助金の交付の適否を決定しなければならない。 

（決定の通知） 

第８条 市長は、前条の規定により補助金の適否を決定したときは、嘉麻市

通学等補助金交付決定（却下）通知書（様式第２号）により、その決定の

内容及びこれに条件を付けて申請者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第９条 前条の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定

者」という。）が補助金の交付を受けようとするときは、速やかに嘉麻市

通学等補助金交付請求書（様式第３号）を市長に提出しなければならな

い。 

（電子情報処理組織による申請）  

第１０条 市長は、第６条の規定による申請について、当該規定にかかわら

ず、電子情報処理組織（市の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。

以下同じ。）と申請者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続し

た電子情報処理組織をいう。）を使用して行わせることができる。 

２ 前項の規定により行われた申請については、第６条に規定する方法によ

り行われたものとみなして、同条の規定を適用する。 

３ 第１項の規定により行われた申請は、同項の市の使用に係る電子計算機 

に備えられたファイルへの記録がされた時に市に到達したものとみなす。 

（嘉麻市補助金等交付規則との関係） 

第１１条 この告示に定めのない補助金の交付手続等については、嘉麻市補

助金等交付規則（平成１８年嘉麻市規則第４９号）の定めによらなければ

ならない。 

（補則） 

第１２条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成３０年４月１日から施行し、有効期間の終了日が平成

２９年４月１日以降の通学定期券について適用する。 

（経過措置） 
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２ 第６条の規定にかかわらず、平成３０年４月１日から平成３１年３月３

１日までの間に限り、有効期間の終了日の属する年度の翌年度の３月３１

日まで交付申請することができる。 

附 則（平成３１年３月３１日告示第１０号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成３１年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この告示の施行の日以降、第６条の規定により補助金の申請がなされた 

もののうち、有効期間が平成３１年３月３１日以前の定期券については、 

なおその効力を有する。 

３ この告示の施行の日前から施行の日以後にかけての有効期間の定期券に 

 係る施行の日以後の補助金の額の算定については、補助対象経費に有効日 

 数を定期券の有効期間の日数で除して得た数を乗じて得た金額に、１０分 

 の５を乗じて得た金額とする。 

   附 則（令和元年６月２５日告示第２７号） 

この告示は、公布の日から施行し、改正後の嘉麻市通学等補助金交付規程

の規定は、令和元年５月１日から適用する。 

   附 則（令和元年１０月１日告示第６２号） 

 （施行期日） 

１ この告示は、令和元年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この告示の施行の際現に手続中の補助金等は、なお従前の例による。 

   附 則（令和２年９月１８日告示第７０号） 

 この告示は、令和２年１０月１日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、令和４年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この告示の施行の際現に手続中の補助金等は、なお従前の例による。 

３ この告示の施行の際現にある旧様式による申請用紙は、当分の間、なお 
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所要の修正をして使用することができる。 

   附 則 

 この告示は、令和４年５月１日から施行する。 

 附 則  

 （施行期日）  

１ この告示は、令和５年６月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２ この告示の施行の際現に手続中の補助金等は、なお従前の例による。  

 （様式に関する経過措置）  

３ この告示の施行の際現にある改正前の嘉麻市通学等補助金交付規程に基

づく様式による申請用紙は、当分の間、なお所要の修正をして使用するこ

とができ、又は現に残存するものについては、これを使用することができ

る。  

附 則 

この告示は、令和５年１０月１日から施行する。 
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